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2.全国規模の標準的強震観測網

WGで調査した強震観測網の一覧を表-1に示す． 日本

の強震観測の歴史と状況については， 日本建築学会4)，

大谷5)，工藤6)｡7)に詳しい報告がある．工藤7)は，強震

観測網を，図-1に示すように，全国的な「標準観測網」

と特定の目的を持ったそれ以外の観測網に分類し，強震

観測の枠組みを整理した．本章では， まずこの分類にお

ける標準的観測網と考えられる気象庁・科学技術庁の全

国観測網について概要をまとめる．それ以外の観測網に

ついては， 3章以降で説明する．

1．はじめに

1995年兵庫県南部地震では公的機関および民間の強

震観測点において震源近傍の記録が得られ例えば!)，その

後の強震動生成過程の解明に大きく寄与した． しかし，

「震災の帯」と呼ばれている激甚被害地域内では，記録

が得られず， この地域の地震動の大きさの推定には数値

シミュレーション等による計算例えば2)が必要になった．

このような背景から，全国的に強震観測体制を強化する

必要性が再認識され，兵庫県南部地震以降，大規模な強

震観測網が新設されたり，従来の観測網の再整備が行わ

れた結果，非常に高密度な強震観測網が実現した．

建築学会構造委員会振動運営委員会の下の強震観測小

委員会では，ワーキンググループ(以下WG)を設置して，

強震観測・強震記録データベースに関する情報の収集・

整理に務めてきた．

日本の強震観測は，官庁・大学・民間の多くの機関に

よって実施されており，データベースも各機関毎に管理

されている．理想的にはこれらのデータベースが一元管

理されることが望ましいが，それが困難な現状では， ま

ず強震観測網の特徴と記録の入手法について整理するこ

とが必要である．そこで，本WGでは, 1997年4月から

の2年間の活動において， 日本と世界の主要な強震観測

網とデータベースの現状について調査し，報告書3)にま

とめた．本稿は， この報告書のうち，主として日本の公

的機関による強震観測について再整理し，最近の情報加

えて紹介する．本報告が，今後強震観測記録を利用しよ

うと考える方々の一助になれば幸いである．

図-1強震観測の枠組み7）

2.1気象庁：87型強震計。 95型震度計

気象庁におけるディジタル強震波形観測は，約80箇

所の気象官署に設置された87型電磁式強震計により，

*(株)竹中工務店技術研究所
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表-1 国内各機関におけるデータベース公開状況一覧表

－4－

番
号

観測名称

または機関名

公開

状況
データベースの入手方法及び問合せ先

1

気象庁

(87型強震計， 95型震度計）

公開 実費で頒布

〒101-0054千代田区神田錦町3-17東ネンビル

(財)気象業務支援センター｢振興部オフライン・データ担当」

http://www.jmbsc・or.jp/

TEL:03-5281-0440

2

科学技術庁

(K-NET,KiK-NET)

公開 K-NET:インターネットで公開

http://www.k-net.bosai.go・jp/

KiK-NET:インターネットで公開

http://www・kik.bosai.go.jp/kik/

3
震度情報ネットワーク 公開 各市町村の震度データは気象庁を通して発表．波形データに関

しては検討中．

4
建設省建築研究所 公開 インターネットで公開

http://iisee.kenken.go・jp/

5
建設省土木研究所 公開 建設省土木研究所耐震技術研究センター防災技術課

TEL:0298-64-3245

6

運輸省港湾技術研究所 公開

(空港は

非公開）

〒239-0826横須賀市長瀬3-1-1

運輸省港湾技術研究所地盤震動研究室

TEL:0468-44-5028

7

横浜市

(高密度

強震計ネットワーク）

公開 ac・jpのアドレスからは下記のサイトからダウンロード可能

http://www.seis.yokohama-cu.ac.jp

/ishihara/intensity/event-list/db-content.html

企業での利用については手続きが必要

〒231-0017横浜市中区港町1-1横浜市役所

TELO45-671-2121 (代表）

8

川崎市

(震災対策支援システム）

公開 ただし，各サイトでの現地収録であるため，波形データ回収に

時間を要する．

〒210-8577川崎市川崎区宮本町1

川崎市建設局防災対策室

TEL:044-200-3553

9

東京電力 検討中

(個別実

績あり）

〒230-8510横浜市鶴見区江ケ崎4-1

東京電力(株） 電力技術研究所耐震グループ

TEL:045-585-8400(代表）

10

東京ガス

(SIGNAL,SWREME)

公開 S1値，最大加速度値等は有償で頒布．波形データについても有

償で公開予定

〒105-0022東京都港区海岸1-5-2O

東京ガス(株）防災・供給センター
TEL: 03-5400-7620

http://www. tokyo-gas.co.jp

11

関西地震観測研究協議会 会員制 データを入手するためには会員になる必要がある。

2年経過後のデータは、非会員にも有料で公開されている。

〒550-0012大阪市西区立売堀4-3-2

(財)地域地盤環境研究所内関西地震観測研究協議会
TEL:06-6539-2975

12

東大地震研究所 公開 インターネットで公開：

http://kyoshin・eri.u-tokyo.ac.jp/SMAD/

〒113-0032文京区弥生1-1-1

東京大学地震研究所

地震火山災害部門・地震地殻変動観測センター強震観測部

E-mail: kudo@eri.u-tokyo・acdjp

13

震災予防協会

(強震観測データベース）

公開 〒108-0014港区芝5-26-20

(財)震災予防協会

TEL:03-3457-7453



1988年に開始された8).87型電磁式強震計は全国の気

象官署のうち約80箇所に整備され, 1997年3月末に運

用終了となった． 87型電磁式強震計の諸元は，以下の

通りである8)．

観測成分:NS, EW, UD

測定範囲:ilg(cut off :0. 1Hz, 10Hz)

サンプリング，分解能:50Hz, 16bit

収録基準：トリガ（加速度）

収録時間：不定（トリガ下限値に下がるまで）

波形データは， （財)気象業務支援センターを通じて頒

布されている． 1995年分までのデータはMTを媒体に

して， 1996年1月から1997年3月までのデータにつ

いては, CD-ROMで提供される．

現在の気象庁における強震観測は， 95型震度計によ

って行われている．震度計は， 1996年4月に導入され

た計測震度を測定するためのものであるが，波形収録機

能を有し，強震計の機能を備えている． 95型震度計の

諸元は，以下の通りである8)．

観測成分:NS, EW, UD

測定範囲：±2048cm/s2 (DC～41Hz)

サンプリング，分解能: 100Hz, 24bit

収録基準： トリガ（加速度，速度）

計測震度0．5以上

収録時間： 1分単位

観測点は, 20kmを基本とした全国メッシュのうち約

600箇所（気象官署約150箇所，都市部約130箇所，郡

部約140箇所,津波地震早期検知網の観測点約160箇所，

機動観測点約20箇所）に設置されている． 暫定的な波

形データ収集は1996年10月に開始し，本格的な収集業

務は1997年4月に開始した．波形データの提供は， （財）

気象業務支援センターを通じて行われ,現時点では,1996

年10月～1997年12月, 1998年, 1999年, 2000年l～

3月の各期間の記録を収録した4枚のCD-ROMが公開さ

れている．

渋；
繰

図-2K-NET観測点の分布

データ回収は，つくばの防災科学技術研究所で一括し

て行われ，震度3以上を記録した地震に関して， トリガ

ーされた全ての観測点のデータが公開される．ディジタ

ル波形データはインターネットを通じてダウンロードが

可能で， 地震後2週間以内にホームページ

(http://www.k-net.bosai.go.jp/)でディジタル波形デ

ータが公開される．全観測点で最高20mの深さまでボー

リング検層が行われており，浅層の構造がホームページ

上で公開されている．

2.3科学技術庁KiK-肥T

防災科学技術研究所は，地震調査研究推進本部のもと

に推進されている地震に関する基盤的調査観測（基盤観

測）の一部として，全国500箇所以上の地点から成る観

測網を構築中である. 2000年10月現在では, 454点の

観測点でデータの収録が行われている（図-3)."KiK"は

「基盤強震観測」を意味する．地表と共に井戸底にも強

震計が設置され，表層地盤の特性の影響が少ない記録が

得られる． 6チャンネル(ch)の加速度センサのうち, 1

-3chのセンサは地中に, 4-6chのセンサは地表に設置さ

れている． このうち，水平成分は，南北方向および東

西方向を向くように設置されているが， 地中センサー

については設置方位の調整が困難なため，現状では必ず

しも正確に南北，東西方向を向いているとは限らない．

各観測点での方位のずれは，調査中であり，確認されて

いる各観測点のセンサ設置方位の一覧表は，ホームペー

ジ(http:"www・kik=bosai・go.jp/kik/)からダウンロー

ドできる．地中の水平動記録を用いる際には， この一覧

表を参照し，方位を確認する必要がある．

2．2科学技術庁K-NET

K-NET (KyoshinNet)は，兵庫県南部地震後に科学技

術庁防災科学技術研究所により全国1000地点に設置さ

れた強震計ネットワークである．観測点の分布を図－2

に示す． 日本全国に約25km間隔で加速度型強震計を設

置することにより，従来にない均質な観測が可能になっ

た9)．強震計の諸元は以下の通りである9)．

強震計: K-NET95

観測成分:NS, EW, UD

測定範囲：±2000gal

データ: 100Hz, 18bit

収録基準：トリガ(2-4galを基本）

収録時間：最短120秒(90秒）

－5－



ている．釧路，札幌，函館では地盤上の観測が行われて

いる.全ての観測地点は電話回線で建築研究所と結ばれ，

テレメータで集中管理される． 強震計は, SMAC-Ⅳ田

またはSMAC-MDUが用いられている． SMAC-MDの

諸元は以下の通りである．

観測成分： 3成分（建物の短・長辺方向,UD)

測定範囲：±1000cm/s2 (0.02～30Hz)

サンプリング，分解能: 100Hz, 16bit

収録基準： トリガ

SMAC-MDUの諸元は以下の通りである．

観測成分： 3成分（建物の短・・長辺方向,UD)

測定範囲：±2000cm/s2(DC～30Hz)

サンプリング:100Hz, 24bit

収録基準： トリガ

デジタル記録はホームページ(http://iisee.kenken.go.

jp/)からダウンロードが可能である．ホームページ上

では，観測点名，震央の範囲，期間，マグニチュード，

最大加速度，震度について条件を課してのデータ検索が

できる．被害地震が発生した場合は強震観測速報が刊行

され， （社）建築研究振興協会からデジタル記録が実費

頒布されている．

建築研究所ではこの他に，東京を中心とした首都圏に

放射状に20の観測点を設置し，関東平野規模での地震

動特性を把握すると共に，地震発生時における地震動強

さの情報を速やかに収集できる体制を目指しているll).

観測記録の取り扱いについては公開する方向で検討され

ている．

鍛委
〆

談

図-3KiK-NET観測点の分布

2000年1月からのディジタル波形データがホームペ

ージ上で，公開されている．新たに発生した地震の強震

データを公開したときに、 その旨を電子メールで通知

するサービスも行われており，ホームページ上から申し

込みができる．

2.4震度情報ネットワーク

自治省消防庁では,気象庁震度観測点または科技庁

K-NET観測点が設置されていない市町村に計測震度計を

設置し，各市町村最低1台の震度計から成る観測網を構

築した10)．市町村内の震度情報は都道府県で受信され，

被害地震の際に都道府県内での対策体制を立ち上げるた

めの基本情報となる．消防庁では各都道府県を介して送

られてきた震度情報を集約し，広域支援体制を確立する

ための基本情報として用いる． 自治省による震度データ

は，気象庁へも送付され，気象庁からの震度発表に用い

られる．各観測点における波形データの流通・利用も検

討されている．

3.2建設省土木研究所

建設省土木研究所では1981年から4ケ年で駿河湾沿

〆

3．構造物の地震時挙動把握のための強震観測

地震時の構造物の挙動を正確に知るためには，実際の

現象を観測して分析する事が非常に重要になる． ここで

は，主として構造物の震動特性解明に資することを目的

に設置された強震観測について紹介する．

ent

3.1建設省建築研究所

1957年に全国の主な都市に設置した強震計で観測事

業が始められ，現在では47地点でデジタル強震計が稼

動しているl l).観測点の分布を図-4に示す．観測の対

象は主に建物であり，建物の上部と下部に測定点を設け

旬多

］ ］0回 戸、⑰ 4口⑨ 屑、、胸

､oノ

図－4建築研究所の強震観測点の分布!'）
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岸の相良(10地点),焼津(12地点),沼津(14地点）

および松崎(ll地点）の4地域で高密度強震観測を開

始した．また1995年兵庫県南部地震以降に神戸西(12

地点)，神戸東（9地点)，小田原(11地点),幕張本郷・

習志野(11地点）および館山(13地点）の5地域を新

設し現在9地域で高密度強震観測を実施している12)．

観測点の一例を図－5に示す．

各観測点には観測小屋が設けられ，地震計・記録装置

はその中に設置されている．観測地点毎に地中埋設を原

則としてl～6台の地震計が設置されている． 1台は地

(GL-2m)に設置されている．地震計が地震を感知すると

記録を開始し，記録装置に収録すると共に， 自動的にデ

ータと警報信号をISDN回線を通じて土木研究所のワー

クステーションに送られるシステムが採用されている．

強震計の仕様は以下の通りである．

形式：速度帰還型サーボタイプ加速度計

測定加速度範囲：±2000!cm/s2.

サンプリング，分解能: 200Hz,22bit

観測記録は公開されている．

〆

一
蕊
一
蕊
簿
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3.3運輸省港湾技術研究所

港湾技術研究所では1962年より港湾地域における強

震観測を実施し, 1998年現在で図-6に示す60港96地

点に強震計が設置されている． 96地点のうち, 81地点

にはディジタル強震計(ERS-EERS-G型）が設置され

ている13).

観測された強震記録のうち, 20cm/F以上のものにつ

いては港湾技研資料 「港湾地域強震観測年報」にてオ

リジナル加速度記録波形を, 50cm/s2以上のものについ

てはオリジナル加速度記録波形と共に応答スペクトルな

どについても報告される．また，大地震時の強震記録に

ついては本震および余震記録に関する港湾技研資料が別

途発行される．港湾技研資料に掲載したディジタル波形

データついては公開されている．港湾地域以外に，空港

における強震観測も行われているが，現在のところデー

タは非公開である．

図－6港湾技術研究所による強震観測点13）

4．防災・被害推定のための観測網

4.l横浜市高密度強震計ネットワーク

横浜市では地震発生時に，被害地震か否かの迅速な判

断を行い，正確な状況把握と緊急対応の判断材料を得る

こと，また詳細な地盤・地下構造の解析・研究に資する

ことを目的として，市内全域に強震計を設置している14)．

強震計は主に消防署，出張所等の市の施設に約150台

設置されている． これは約2.0kmに1台の割合という高

密度に設置されたものである．基本的にはlCm/S2以上

の地震が発生した場合に記録の収録を行い, ISDN回線

を用いダイアルアップで地震波形，最大加速度及び震度

等の情報をデータセンターに送られる．データセンター

は横浜市消防局，横浜市役所，横浜市立大学の3カ所に

設け，各々にデータの収集および処理能力を持たせるこ

とで， どれかがダウンしても対応出来るシステム構成に

なっていて，センター相互でデータの補完が行える15)．

強震計の仕様は以下の通りである．

形式：サーボ型加速時計

測定加速度範囲：±1960cm/s2

サンプリング周波数，分解能: 200Hz,18bit以上

震度情報に関しては，ホームページ(http://ww.city.

yokohama・ jp/me/bousai/eq/index.html)で公開されてい

る．ディジタル波形データに関しては，表-lに示す条

件で公開されている．

Ｕ
‐
』
へ
ま

③ I ⑦

ー

図－5土木研究所の強震観測の例(相良地区)'2）
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I

している地点は少ない．データは原則として年度単位で

回収･処理されている．社内のデータ共有化と有効活用

を進めるため，電力技術研究所でデータベースを構築し

ている．個別対応として社外へのデータ公開の実績はあ

る．現在，将来的な記録の取り扱いを検討中であるとの

ことである．

弓州
4.4東京ガス株式会社

東京ガスでは， リアルタイム防災の確立に向けて，精

力的に地震観測を推進してきている.現在稼動中の地盤，

道路，導管等のGISデータベースを利用したSIGNALと

いうシステムに加えて, 1998年1月から高密度リアル

タイム防災システム(SUPREME:Super-DenseRealtime

MonitoringofEarthquakes)の整備を始めている17).

SIGNAL (図-8)は, 1994年6月より運用されている

地震時導管網警報システムである． このシステムは，ガ

ス供給区域内の331ケ所のSIセンサーと5ケ所の地下

地震計, 20ケ所の液状化センサー等から指令センター

へ無線を使ってデータを転送する． また, GISを利用し

た地盤・導管のデータベースを基に，地域ごとの被害程

度を精度良く推定できる. SIGNALは，地震発生後約10

分で被害推定計算を行い，地震直後の甚大な被害地域の

ガス供給停止を短時間に実施でき，地震後の早期復旧に
寄与できる．

SUPREMEは，今後の防災レベルをより向上させるため

に開発され,約3100km2のガス供給区域に対して,約3700

基の地震計を設置してモニタリングする高密度リアルタ

イム防災システムである． この地震計は，マイクロマシ

ニング技術によって作られた非常に小さく軽量な加速度

ピックアップを用いた新SIセンサであり，従来のサー

ボ型地震計に比べて非常に安価であるという特徴を持つ．
その仕様を以下に示す．

柵

碑
０
ロ l Q Q

， 5 1nkm

図－7横浜市強震計ネットワークⅡ4）

4.2川崎市

川崎市には，地震等の大きな災害が発生した際，災害

応急．復旧対策の決定などの総合的な対策活動を実施す

る中枢的な役割を果たすため，川崎市防災センターが設

置されている．地震災害に関しては, 1994年に全国に

先駆けて開発された震災対策支援システムが設置されて

おり，地震発生直後の被害推定のデータを得るために地
震観測が行われている16)．

地震計は川崎市の各区役所（川崎区，幸区，中原区，

高津区，宮前区，多摩区および麻生区）の合計7地点に

設置され，観測が実施されている．全観測地点とも加速

度計が用いられ，建物のlFもしくは地下に設置されて

いる．地震記録はトリガー方式で記録が開始されるシス

テムになっており，その最大加速度データは防災無線シ

ステムを通じて川崎市防災センターに集約される． この

地震観測は震災対策支援システムのデータとして使用さ

れるため，記録時間は地震の大小に関わらず一律60秒

になっている．強震計はサーボ型加速度計であり，サン

プリング周波数100Hzで記録される．ディジタル波形デ

ータは公開されているが，波形データは現地収録である

ために，回収までに時間を要する．今年度中に新しい強

震計を設置する予定であり，その後は波形データも集中

管理されるため，波形データの利用がより容易になるこ
とが期待される．

蓬4.3東京電力株式会社

東京電力では，発電所・高圧変電所・本店及び主要な

支店，営業所建物など関東を中心に87箇所の地点で地

震観測を実施している．最大加速度値が社内防災情報と

して速報されているが，オンラインで波形データを回収

蕊鍵灘
. ･SIｾﾆ微一@3jケ所■液状化ｾｼザｰ2oケ所▲基盤地愈計sヶ所

一 由

図一8東京ガス(株)のSIGNALシステム13）
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計測範囲：±2000cm/s2

サンプリングタイム，分解能: 100Hz, 1/8cm/s2

波形記録時間：50秒

(SI最大値を中心に±25秒）

記録内容：加速度波形

計測・検知内容:S1値最大加速度，液状化予測

現在, SIGNALから送られてきたSI値などについては

有償で公開している. SUPREMEからのディジタル波形デ

ータについても有償での公開を予定している．
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5．その他の観測網・強震記録データベース

5.1関西地震観測研究協議会

関西地震観測研究協議会（以下，関震協）は関西地域

における組織的な強震観測体制作りを目指して, 1991

年に発足した団体であり，産学官からの会員の会費によ

り運営されている18)．観測は当初1l地点において1994

年4月より開始された。強震観測システムは速度サー

ボ型強震計とディジタル収録器で構成される．兵庫県南

部地震では，観測波形情報を速やかに公表し，国内外の

研究者にはデジタル・データが配布し，強震動生成メカ

ニズム・震源過程の解明に大きく貢献した!)．兵庫県南

部地震以後，観測点が増強され, 2000年7月現在では，

図－9の24地点で強震計が稼動している19)．

観測記録を利用するためには，本協議会の会員になる

必要がある．ディジタル波形記録は1年分毎にCD-ROM

に収録され，会員に頒布される． 2年前以前のデータ（現

時点では1997年以前のデータ）については，会員外に

も有償で公開されている．

0 麺と、
ー

灘潅蔓蕊粥灘潅蔓蕊粥

図-10東大地震研究所による強震観測点20）

域の観測点は，基本的に岩盤点に設置され，震源特性を

できるだけ観測点特性で乱さないような記録の取得を目

的としている．一方，足柄平野の観測は，表層地質が地

震動に与える影響の解明を目的としており，基準点とな

る平野周辺の岩盤上観測点と堆積層上の観測点から構成

されている21).データ収録には準リアルタイムデータ

伝送方式を用いている． これは， トリガがかかった直後

に観測点から本局に電話をかけ，各観測点における遅延

回路の遅れ時間程度の差のみで， リアルタイムに近い状

態でデータを転送するシステムである22)．

ディジタル波形データはホームページ(http://

kyoshin.eri・u-tokyo.ac.jp/SM肋/)で公開されている．

5.3 （財）震災予防協会強震観測記録データベース

震災予防協会では， これまで多数の機関により蓄積さ

れてきている地震観測記録（主としてアレー観測）のデ

ータベースの構築と運用を行うことを目的として，強震

動アレー観測記録データベース推進委員会ならびにデー

タベース作業部会を1991年に発足させている.つまり，

地震観測は実施していないが，データの整理を実施して

いることになる．推進委員会の活動内容については，杉

戸による報告23)が詳しいが， これまでに4回にわたり

データベースを編集し24),25),26),27)，データおよび検索プ

ログラムを含むCD-ROMおよび関連する解説資料28)が

刊行されている．最新のものは，兵庫県南部地震の16

機関の強震記録292成分が含まれている27)．

5.2東京大学地震研究所

地震研究所では，伊豆・駿河湾周辺，足柄平野などで

ディジタル強震計による強震観測を実施している20) （図

-10)．足柄平野と伊東市周辺（図-10の矩形で囲んだ地

域）では高密度の観測が行われている．伊豆・駿河湾地
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6．まとめ

建築学会の構造委員会振動運営委員会強震観測小委員

会の下に設置された関東地区ワーキンググループの活動

の一つとして行った強震観測に関する調査のうち， 日

本の公的機関を中心とした強震観測網について再整理し，

■20 ▲：管理点

図－9関西地震観測研究協議会の強震観測点19）
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特徴・記録の入手法などについてまとめた．

兵庫県南部地震以後，全国規模の強震観測網が整備さ

れれ，強震観測点は急激に増加した．また，インターネ

ット技術の急速な発展により，ホームページでディジタ

ル記録を公開する機関も増えており，データの流通に関

しても，急速な発展が見られる．多くの観測網が整備さ

れ数の上では高密度な強震観測網が実現された現在，複

数の機関による観測網を有機的に結び付けて，データの

活用をより容易にすることが次の課題と考えられる． こ

の課題については, 1997年度に大都市圏の拠点大学に

整備された「大都市圏強震動総合観測ネットワークシス

テム29)」で，自治体．自治省消防庁による震度観測網，

科学技術庁による強震観測網などのデータ交換体制が確

立され，データ流通について取り組み始められている．

以前の構造物中心の観測から，地盤上の観測点が格段

に増え， さらに最近では科学技術庁のKiK-NETの設置に

より表層地盤の影響の少ない地中記録を得ることも容易

になった． このように質・量共に大きく変わりつつある

強震記録を，地震動研究や設計入力地震動の策定などの

実務に，より積極的に活用していくことが望まれる．
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